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エネルギーシステム関連研究の裾野の広さ

① 建物内、地域社会から全国、世界全体でのエネルギーシステムを設計
する広範な視点が必要

② 材料科学、反応化学、機械工学、電気工学、建築学、システム工学、エ
ネルギー経済学、法学など広範な専門知識が必要

③ したがって、単一の企業や単一の専攻内の研究だけでは、エネルギー
システムにイノベーションを起こすことは難しい。

④ イノベーション推進のためには、数多くの専攻と多くの事業者が集まる
組織が望ましい。

⇒ 本ワークショップの趣旨と合致
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エネルギーシステムのバックキャスティング

日本一国のエネルギー・経済モデルの開発
➡ COP21の日本の目標からのバックキャスティング
各地域でのIIMA産業連関モデルの開発
➡ 温対法に基づく地方自治体の目標からのバックキャスティング

➡ 地球温暖化対策計画による日本の目標値（閣議決定済み）
2030年に26%削減（2013年度比で）
2050年に80%削減を目指す

➡ 温対法に基づく文京区の温室効果ガス削減目標
2019年度に14%削減（2005年度比で）

➡ 日本の電源構成目標値（閣議決定済み）
2030年に22％から24％（再生可能電源の比率）
2050年には、電源構成からのCO2をほぼ０にする必要か？



4

電力システム改革と系統安定性の問題

 電力システム改革と再生可能電源急増による系統安定性への影響

発電部門

送配電部門

電力システム改革

送電網
Wind, PV

法的分離

新規発電事業者

送電網

一般電気事業者 PPS

・周波数調整
・供給予備力

・
・
・

Load

従来

• 垂直統合型の電力会社が一括し
てアンシラリーサービスを提供

自由化と送配電部門の分離後
• 電力会社の送配電部門は発電設備を非保有
• アンシラリーサービスは外部から調達

Load

固定価格買取制度による太陽光発電の爆発的増加
→全国認定量 8454万kW 全国導入量 3847万kW （2017年3月末時点）
→九州認定量 1694万kW 九州導入量 747万kW（2017年8月時点）
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経済負荷配分 周波数制御起動停止計画

運転予備力待機予備力 瞬動予備力
運転補修
計画

長期設備
計画

運転補修計画長期電源計画

天候予測の不確実性による
太陽光、風力発電出力及び
電力需要の予測誤差

太陽光、風力発電
出力及び電力需要
の実時間変動

長期的な天候の不確実性に
よる太陽光、風力発電出力
及び電力需要の変動

超長期的な経済構造の
変化や技術革新による
発電コストの変化

秒10秒分10分日週 時間年10年30年50年

電力系統計画・運用における需給調整
過去の電力系統の運用では、各時間帯での電力需要の不確実性に対応した需給調整を行ってきたが、再
生可能電源大量導入と電力システム改革に伴い、従来とは異なる需給調整の技術・制度が必要となる。



電力系統計画・運用における需給調整
新たな需給調整の技術・制度は、特に周波数制御、経済負荷配分、起動停止計画において必要である。こ
こでは、電気自動車等の需要側の機器を系統運用につなげる技術と制度の革新が求められている。

経済負荷配分 周波数制御起動停止計画

運転予備力待機予備力 瞬動予備力
運転補修
計画

長期設備
計画

運転補修計画長期電源計画

天候予測の不確実性による
太陽光、風力発電出力及び
電力需要の予測誤差

太陽光、風力発電
出力及び電力需要
の実時間変動

火力の部分負荷運転による並列運転数の
増加、太陽光、風力の出力抑制、アンシラ
リーサービスの利用

火力のガバナフリー，LFC運転、

太陽光、風力の出力抑制、アン
シラリーサービスの利用

長期的な天候の不確実性に
よる太陽光、風力発電出力
及び電力需要の変動

超長期的な経済構造の
変化や技術革新による
発電コストの変化

火力、原子力の運転
補修計画の変更

超長期的な電源投
資計画の変更

秒10秒分10分日週 時間年10年30年50年
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再生可能電源の大量導入と系統安定性

• 再エネ電源が大量連系した電力供給エリアでは、系統運用上の課題
が顕在化している。

九州電力管内の
需給バランス実績

(2016年5月4日)

九州電力株式会社プレスリリース，九州本土における再生可能エネルギーの導入状況と優先給電ルールについて，
平成28年7月21日， http://www.kyuden.co.jp/press_h160721-1.html
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電気自動車（EV）の普及と周波数制御

 次世代自動車戦略2010（経済産業省）
• 販売： 15～20%（2020年）

20～30%（2030年）
 次世代自動車振興センター

• 保有： 3%（2020年），9%（2030年）

 現状

• 販売： 0.19%（2013年時）
• 保有： 0.19%（2014年時）

周波数制御に適
性有

EV所有による市場からの報酬 EV普及のインセンティブとなる可能性

 EVの普及目標（現在の自動車保有台数 約8200万台）

 需要家側資源としてのEV
Vehicle to Grid（V2G）

制御指令に対する応答が速い
一方向制御はSOCへの影響が大きく不向き



EVによる周波数調整シミュレーション

EVによる周波数制御実験とシミュレーション

EVによる市場報酬シミュレーション



電力系統計画・運用における需給調整
新たな需給調整の技術・制度は、特に周波数制御、経済負荷配分、起動停止計画において必要である。こ
こでは、電気自動車等の需要側の機器を系統運用につなげる技術と制度の革新が求められている。

経済負荷配分 周波数制御起動停止計画

運転予備力待機予備力 瞬動予備力
運転補修
計画

長期設備
計画

運転補修計画長期電源計画

天候予測の不確実性による
太陽光、風力発電出力及び
電力需要の予測誤差

太陽光、風力発電
出力及び電力需要
の実時間変動

火力の部分負荷運転による並列運転数の
増加、太陽光、風力の出力抑制、アンシラ
リーサービスの利用

火力のガバナフリー，LFC運転、

太陽光、風力の出力抑制、アン
シラリーサービスの利用

長期的な天候の不確実性に
よる太陽光、風力発電出力
及び電力需要の変動

超長期的な経済構造の
変化や技術革新による
発電コストの変化

火力、原子力の運転
補修計画の変更

超長期的な電源投
資計画の変更

秒10秒分10分日週 時間年10年30年50年



予測値と実績値の比較
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高橋雅仁，再生可能電源大量連系に対応するデマンドレスポンスの導入可能性に関する研究，東
京大学大学院工学系研究科電気系工学専攻 博士論文，2017.9
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再生可能電源の不確実性と地域電力会社のインバランス

インバランス

インバランス



大規模
発電所

GPM

太陽光、風力発電量
と電力需要の予測

契約エリア

電力＋ICTネットワーク

予測モデルの開発

他のGPM
契約エリア

バランシンググループ

インバランス補償
電力需給最適化

電力供給
融通

気象等データ

他のGPM
契約エリア

GPM概念図

家電等の制御



蓄電池の最適導入量とインバランス削減効果

蓄電池導入量と利益の関係

• 経済性を考慮すると合理的な事業者は導入利益
が最大になる点まで蓄電池を導入する(◆の点)

• この点における導入量を各条件における合理的導
入量と呼ぶ

蓄電池導入量と残存インバランス率の関係

• 合理的導入量の定置型蓄電池を導入した際の残存
インバランス率(◆の点)を小さくすることが本研究の目
的である。

• 以後、省略して各条件における合理的残存インバラ
ンス率と呼ぶ
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電力／水素コプロダクションによるインバランス補償
（蓄電池・ＥＶとは異なるコンセプト）
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太陽光発電

風力発電

その他
（JPEX・BU電源）

電力
水素

水素製造
貯蔵・圧縮

PPS

託送 託送

インバランス部分を除いた計画値

インバランス部分

目標水素価格

50円／Nm3

(ガソリン価格150円／L程度)



電気／水素複合GPMにおける8月初週のPV実発電量、前日計画値と水素貯蔵量の推移

電力／水素コプロダクションシステムの経済性

PV発電量の予測誤差⇒インバランス⇒電解水素⇒電気と水素の複合生産システム＝コプロダクション⇒
電気と水素の生産比率を調整⇒投資回収年数5.4年



待機

電力系統運用における過渡安定度の問題
再生可能電源大量導入と電力システム改革に伴い、変革を迫られている
下記の計画・運用は、各時間帯での需給調整の技術・制度の問題である。

地絡等の系統事故
時による発電機の
動揺と停電リスク

過渡安定度維持

過渡安定度

0.1秒 0.01秒

有効電力に占める
同期発電機のシェ
アを一定比率維持

需給調整とは異
質であるが重要
な問題である。

待機
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WEST30機系統モデルと九州地域の電力システム

九州電力管内
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電力システムの脱炭素化と水素利用の可能性
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電力システムの脱炭素化と水素利用の可能性

図．1年間の水素貯蔵量の推移（CO2排出量90%削減のケース）

図．1年間の水素貯蔵量の推移（CO2排出量100%削減のケース）

水素の貯蔵
➡ 90％削減では2140万Nm3

主にPV出力の週間変動を吸収

➡100％削減では17.9億Nm3

主にPV出力の季節変動を吸収
90％削減の100倍近い貯蔵容量
が必要

➡大量の水素を経済的に貯蔵で
きる技術と経済的な電気分解技
術の確立が急務

（長期的技術開発戦略）



エネルギー経済モデルの開発と
日本のGHG削減目標の影響評価（松橋，高瀬他）

国家レベルでのエネルギー・経済モデルの開発と社会実装



結論

(1) エネルギー問題の解決には、工学系の深い専門知識と幅広い
学問分野を網羅し、更に社会科学を加えた総合的なアプロー
チが必要である。

(2) エネルギー分野のイノベーションを活性化するには、技術革新
と制度革新の双方が必要である。具体的には、エネルギー工
学上の技術革新とアンシラリーサービスやＣＯ２削減価値の取
引制度の設計など、制度革新である。

(3) 我々は、 工学系の一員として協創的に、更に大きく協創の範
囲を広げて、技術開発、制度設計を推進し、実証実験、社会実
装から全国にイノベーションを展開すべく、検討を進める。
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